11年11月度スポット原稿サンプル（自由にアレンジをして下さい）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 消費税廃止各界連絡会
　
ご通行中のみなさん、こんにちは。私たちは労働組合や民主団体で構成している、消費税廃止各界連絡会です。消費税の税率引き上げに反対する宣伝・署名行動をおこなっています。「消費税増税は困る」というあなたの願いを国会へ届ける請願署名にどうぞご協力ください。

野田首相は11月３日、20カ国・地域首脳会議（Ｇ20）で、「２０１１年代半ばまでに段階的に消費税率を10％までに引き上げる」と世界に公約し、関連法案を「２０１１年度内（来年３月末まで）に提出する」と宣言しました。民主党は２００９年の総選挙で「４年間は消費税を上げない」と公約でかかげて国民の大きな支持を得て大勝しました。ところが国民との約束は破り、国会で審議する前に国際会議で増税を表明すること自体、国民を無視した言語道断の暴挙です。
さらに、増税法案を通してから、「実施する前に、国民の信を問う」と述べました。どうしても増税をするなら法案成立前に国民の信を問うべきです。

政府・民主党は「社会保障のために消費税増税が必要だ」と言いますが、「社会保障と税の一体改革」とは、社会保障の大改悪と消費税の大増税を一体に国民に押し付けるものです。

医療費は70～74歳の方の窓口負担を２割に引き上げ、年齢に関係なく、外来受診のたびに窓口負担と定額負担を求める、年金の支給開始年齢を68～70歳に引き上げ、支給額を引き下げる、介護施設の建設を抑制するなど、社会保障削減のオンパレードです。
一方、消費税を10％に引き上げると、国民一世帯あたり年16万円もの負担増になります。景気低迷、経営危機のなか、いまでさえ生活苦にあえいでいる国民は、奈落の底に突き落とされてしまいます。
先日、第３次補正で復興増税が成立しましたが、所得税を25年間、住民税を10年間、庶民に８・８兆円もの負担を負わせ、大企業には法人税の減税を12兆円も実施する仕組みになっています。庶民増税のオンパレードで復興財源にもならないし、日本経済も立ち行きません。

みなさん、消費税は、そもそも、所得の低い人ほど負担が重い、もっとも不公平な「暮らし破壊税」です。今も苦難を強いられている被災地の方々にも容赦なくのしかかり、家や工場などを失った被災者の生活再建に大きな負担を強いる過酷な税金です。弱いものにしわ寄せをする消費税は社会保障財源としてもっともふさわしくありません。
社会保障財源にせよ、震災復興財源にせよ、政府がどんな理由を持ち出そうと、私たちは消費税の増税を認めるわけにはいきません。

みなさん、消費税に頼らなくても日本には、復興財源や社会保障拡充のための財源はあります。大企業・大資産家へのゆき過ぎた減税をただし、軍事費や、約３２０億円の政党助成などにメスを入れれば、数兆円から10兆円規模の財源が生まれます。また、大企業が溜め込んだ内部留保のうち、現金預金などの手持ち資金は合計で約63兆円にもなっています。大企業の蓄えの、ほんの一部を活用して復興債権を引き受けさせれば、さらに数兆円が確保できます。

これから厳しい冬を迎える被災地では、いまだに多くの方が、不自由な暮らしを強いられ、心身ともに深い苦しみと疲れを抱えています。今やるべきことは、国民への負担押し付けではなく、政治の責任で震災復興や雇用、社会保障の拡充など国民や被災者の不安を解消することではないでしょうか。こういう時こそ、被災者の心に寄り添った、日本国憲法の息づく政治が必要です。一人ひとりが大切にされる社会の実現にむけて、主権者として声をあげていきましょう。
